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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

連結経営指標等

　

回次
第88期 

第３四半期連結
累計期間

第89期 
第３四半期連結
累計期間

第88期 
第３四半期連結
会計期間

第89期 
第３四半期連結
会計期間

第88期

会計期間

自　平成21年 
　　４月１日 
至　平成21年 
　　12月31日

自　平成22年 
　　４月１日 
至　平成22年 
　　12月31日

自　平成21年 
　　10月１日 
至　平成21年 
　　12月31日

自　平成22年 
　　10月１日 
至　平成22年 
　　12月31日

自　平成21年
　　４月１日
至　平成22年
　　３月31日

売上高 (百万円) 7,659 8,783 3,668 3,460 11,116

経常利益 (百万円) △540 89 334 61 △526

四半期(当期)純利益 (百万円) △1,502 27 △965 44 △1,636

純資産額 (百万円) － － 2,894 2,778 2,946

総資産額 (百万円) － － 14,328 14,180 14,893

１株当たり純資産額 (円) － － 326.92 328.93 333.28

１株当たり四半期
(当期)純利益金額

(円) △169.42 3.17 △108.88 5.07 △184.61

潜在株式調整後
１株当たり四半期
(当期)純利益金額

(円) － － － － －

自己資本比率 (％) － － 20.2 19.6 19.8

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 37 754 － － 339

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △87 △81 － － △121

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △45 △81 － － △50

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(百万円) － － 2,212 3,067 2,476

従業員数 (名) － － 456 428 437

(注)　１　売上高には、消費税等は含まれておりません。

２　「潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益」については、潜在株式が存在しないため、記載してお　　　

　　りません。

３　従業員数は、就業人員を表示しております。
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２ 【事業の内容】

当第３四半期連結会計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)において営まれている事

業の内容に重要な変更はありません。

　また、主要な関係会社についても異動はありません。

　

３ 【関係会社の状況】

当第３四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

　

４ 【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

平成22年12月31日現在

従業員数(名) 428(98)

(注) １　従業員数は就業人員であり、臨時従業員数は(　)内に当第３四半期連結会計期間の平均人員を外数で記載して

おります。 

２　臨時従業員数には、季節工、パートタイマーの従業員を含み、嘱託及び派遣社員を除いております。

　

(2) 提出会社の状況

平成22年12月31日現在

従業員数(名) 350(49)

(注) １　従業員数は就業人員であり、臨時従業員数は(　)内に当第３四半期会計期間の平均人員を外数で記載しており

ます。

２　臨時従業員数には、季節工、パートタイマーの従業員を含み、嘱託及び派遣社員を除いております。　
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第２ 【事業の状況】

１ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

当第３四半期連結会計期間における生産実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。
　

セグメントの名称 生産高(百万円) 前年同四半期比(％)

機器装置事業 1,882 －

素形材加工事業 627 －

サーモデバイス事業 503 －

合計 3,014 －

(注) １　金額は、販売価格によっております。
２　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　
(2) 受注実績

当第３四半期連結会計期間における受注実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。
　

セグメントの名称 受注高(百万円)
前年同四半期比

(％)
受注残高(百万円)

前年同四半期比
(％)

機器装置事業 1,887 － 1,145 －

素形材加工事業 674 － 585 －

サーモデバイス事業 371 － 1,213 －

合計 2,932 － 2,943 －

(注)　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　
(3) 販売実績

当第３四半期連結会計期間における販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。
　

セグメントの名称 販売高(百万円) 前年同四半期比(％)

機器装置事業 2,202 －

素形材加工事業 554 －

サーモデバイス事業 703 －

合計 3,460 －

(注) １　セグメント間の取引については相殺消去しております。

２　主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は次のとおりであります。

相手先

前第３四半期連結会計期間 当第３四半期連結会計期間

販売高(百万円) 割合(％) 販売高(百万円) 割合(％)

CHIMEI Optoelectronics 
Corporation　　　　

137 3.7 381 11.0

㈱九電工 － － 350 10.1

AU Optronics 
Corporation　　　　　　　　　　　　

431 11.8 315 9.1

３  上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

４　当社グループの売上高は、事業の性質上、第３・第４四半期連結会計期間の売上高が他の四半期連結会計期間

と比較して多くなる傾向にあります。
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２ 【事業等のリスク】

当第３四半期連結会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。また、前事業年度

の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

　

３ 【経営上の重要な契約等】

　当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。
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４ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、本四半期報告書提出日現在において当社グループ(当社及び連結子会社)

が判断したものであります。

(1) 経営成績の分析

当第３四半期連結会計期間におけるわが国経済は、新興国の需要拡大という背景もありましたが、円高

による輸出の伸び悩みや、エコカー補助金・家電エコポイント等の景気対策の終了・縮小、デフレの進行

及び厳しい雇用情勢などを背景に、景気は足踏みをした状況で推移しました。 

　このような情勢の中で当社グループは、新中期経営計画「リカバリー１３０」の重点課題のひとつであ

る「差別化した新製品・サービスの拡販」に努めるとともに、労務費を含む固定経費の徹底した削減等

で原価の低減を行ってまいりました。 

　その結果、当第３四半期連結会計期間における当社グループの売上高は、34億6千万円(前年同期比5.7％

減)となりました。 

　損益面につきましては、固定経費の削減努力はあったものの、売上の減少、特に前年度採算性が良かった

製品群が減少したこと等により、営業利益は6千万円（前年同期比81.5％減）、経常利益は6千1百万円

（前年同期比81.6％減）となり、四半期純利益は4千4百万円（前年同期は四半期純損失9億6千5百万円）

となりました。 

 

セグメントの業績を示すと、次のとおりであります。

・機器装置事業

機器装置事業につきましては、熱源機器は拡販に注力しております「業務用エコキュート」の売

上が順調に増加しました。空調機器は採算を重視した受注政策により、売上高は低調に推移しており

ますが、空調工事の大型物件が完成しました結果、当事業の売上高は22億2百万円となりました。

 

・素形材加工事業

素形材加工事業につきましては、鋳造品は一般産業機械関連の需要低調の影響を今尚受けていま

すが、景観製品は橋梁用防護柵等の販売が順調に推移しました。この結果、当事業の売上高は5億5千4

百万円となりました。

 

・サーモデバイス事業

サーモデバイス事業につきましては、台湾の液晶パネルメーカー向けの販売が好調に推移し、当事

業の売上高は7億3百万円となりました。

 

　
(2) 財政状態の分析

当第３四半期連結会計期間末の総資産は、前連結会計年度末に比べ7億1千2百万円減少し141億8千万円

となりました。主な要因は、現金及び預金が5億9千1百万円増加したものの当第３四半期末は前連結会計

年度末に比べ直近の売上が少ないため売上債権が11億7千4百万円減少したことなどによります。

　負債については、前連結会計年度末に比べ5億4千4百万円減少し114億2百万円となりました。主な要因

は、当第３四半期末は前連結会計年度末に比べ直近の資材調達等が少ないため仕入債務が2億7千4百万円

減少したこと及び未払消費税、未払費用等の減少による流動負債のその他の減少2億3千7百万円によりま

す。

　純資産については、前連結会計年度末に比べ1億6千7百万円減少し27億7千8百万円となりました。主な要

因は、株価の下落によるその他有価証券評価差額金の減少1億1千9百万円によるものです。
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(3) キャッシュ・フローの状況

当第３四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物は、第２四半期連結会計期間末に比べ5百万

円増加し30億6千7百万円となりました。                              

各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。            

　
(営業活動によるキャッシュ・フロー)

営業活動の結果獲得した資金は1億2千8百万円(前年同期は3千3百万円の支出)となりました。これは主

に、減価償却費6千8百万円、税金等調整前四半期純利益6千1百万円、たな卸資産の減少額2億7千7百万円に

よる増加と、売上債権の増加額8千6百万円、その他資産・負債の増減額1億9千6百万円による減少であり

ます。

　
(投資活動によるキャッシュ・フロー)

投資活動の結果支出した資金は5千5百万円(前年同期は3千4百万円の支出)となりました。これは主に、

有形及び無形固定資産の取得による支出4千万円による減少であります。

　
(財務活動によるキャッシュ・フロー)

財務活動の結果支出した資金は6千7百万円(前年同期は1千4百万円の支出)となりました。これは主に、

自己株式の取得による支出5千5百万円による減少であります。
　

(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期連結会計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変

更及び新たに生じた課題はありません。

　
(5) 研究開発活動

当第３四半期連結会計期間の研究開発費の総額は4千2百万円であります。
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第３ 【設備の状況】

(1) 主要な設備の状況

当第３四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

　

(2) 設備の新設、除却等の計画

当第３四半期連結会計期間において、第２四半期連結会計期間末に計画中であった重要な設備の新設、

除却等について、重要な変更及び重要な設備計画の完了はありません。

また、当第３四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 24,000,000

計 24,000,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
第３四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成22年12月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成23年２月10日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 8,970,000同左 福岡証券取引所
単元株式数は1,000株であり
ます。

計 8,970,000同左 ― ―

　

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

　

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

平成22年10月１日～
平成22年12月31日

― 8,970 ― 1,641 ― 532

　

(6) 【大株主の状況】

当第３四半期連結会計期間において、当社は大同生命保険株式会社から200,000株の自己株式を取得

し、同社は大株主でなくなりました。

　なお、当該自己株式取得等により、第３四半期会計期間末日現在で所有している自己株式数は524,229株

（発行済株式総数に対する割合は5.84％）となりました。

　

EDINET提出書類

昭和鉄工株式会社(E01688)

四半期報告書

 9/29



　

(7) 【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できない

ため、記載することができないことから、直前の基準日(平成22年９月30日)に基づく株主名簿による記載

をしております。

　

① 【発行済株式】

平成22年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)　　
普通株式  131,000

― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式8,719,000 8,719 ―

単元未満株式 普通株式　120,000 ― 一単元(1,000株)未満の株式

発行済株式総数 8,970,000― ―

総株主の議決権 ― 8,719 ―

(注)　１　「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が3,000株(議決権の数3個)　　

　含まれております。 

２　「単元未満株式」には当社所有の自己株式706株が含まれております。 

３　当第３四半期会計期間末日現在、当社が保有する自己株式数は524,229株です。

　

② 【自己株式等】

平成22年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)　
昭和鉄工株式会社

福岡市東区箱崎ふ頭三丁
目１番35号

131,000 ― 131,000 1.46

計 ― 131,000 ― 131,000 1.46

(注)　１　この他、単元未満株式が706株あります。

２　当第３四半期会計期間末日現在、当社が保有する自己株式数は524,229株です。

　

２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

　

月別
平成22年
　４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月

最高(円) 165 173 156 159 168 150 155 151 151

最低(円) 148 141 150 140 154 148 145 135 138

(注)　最高・最低株価は福岡証券取引所におけるものであります。

　

３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動はありません。
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第５ 【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19

年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

なお、前第３四半期連結会計期間(平成21年10月１日から平成21年12月31日まで)及び前第３四半期連結

累計期間(平成21年４月１日から平成21年12月31日まで)は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当

第３四半期連結会計期間(平成22年10月１日から平成22年12月31日まで)及び当第３四半期連結累計期間

(平成22年４月１日から平成22年12月31日まで)は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成して

おります。

　

２  監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第３四半期連結会計期間(平成21年10月１

日から平成21年12月31日まで)及び前第３四半期連結累計期間(平成21年４月１日から平成21年12月31日ま

で)に係る四半期連結財務諸表並びに当第３四半期連結会計期間(平成22年10月１日から平成22年12月31日

まで)及び当第３四半期連結累計期間(平成22年４月１日から平成22年12月31日まで)に係る四半期連結財

務諸表について、有限責任監査法人トーマツにより四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

（単位：百万円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成22年12月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 3,067 2,476

受取手形及び売掛金 ※4
 3,799 4,934

完成工事未収入金 0 38

商品及び製品 349 231

原材料 354 378

仕掛品 983 949

未成工事支出金 4 56

その他 121 59

貸倒引当金 △11 △16

流動資産合計 8,669 9,109

固定資産

有形固定資産

土地 1,678 1,678

その他（純額） ※1
 1,646

※1
 1,719

有形固定資産合計 3,325 3,397

無形固定資産 95 90

投資その他の資産

投資有価証券 1,513 1,643

その他 628 717

貸倒引当金 △52 △65

投資その他の資産合計 2,090 2,295

固定資産合計 5,511 5,784

資産合計 14,180 14,893

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 ※4
 2,609 2,844

工事未払金 2 41

短期借入金 5,211 5,314

未払法人税等 30 38

その他 707 944

流動負債合計 8,561 9,183

固定負債

長期借入金 762 684

退職給付引当金 1,545 1,556

その他 533 523

固定負債合計 2,841 2,764

負債合計 11,402 11,947
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（単位：百万円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成22年12月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年３月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 1,641 1,641

資本剰余金 1,225 1,994

利益剰余金 307 △488

自己株式 △85 △30

株主資本合計 3,088 3,116

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △291 △172

為替換算調整勘定 △19 2

評価・換算差額等合計 △310 △170

純資産合計 2,778 2,946

負債純資産合計 14,180 14,893
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(2)【四半期連結損益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日
　至 平成22年12月31日)

売上高 7,659 8,783

売上原価 6,249 6,809

売上総利益 1,410 1,973

販売費及び一般管理費 ※1
 1,961

※1
 1,886

営業利益又は営業損失（△） △551 86

営業外収益

受取利息 2 2

受取配当金 35 36

持分法による投資利益 17 13

受取手数料 13 3

助成金収入 26 9

その他 18 35

営業外収益合計 113 100

営業外費用

支払利息 80 75

その他 22 22

営業外費用合計 102 97

経常利益又は経常損失（△） △540 89

特別損失

投資有価証券評価損 22 23

事務所移転費用 － 1

貸倒引当金繰入額 － 1

特別損失合計 22 25

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

△563 64

法人税、住民税及び事業税 20 36

法人税等調整額 918 －

法人税等合計 939 36

少数株主損益調整前四半期純利益 － 27

四半期純利益又は四半期純損失（△） △1,502 27
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【第３四半期連結会計期間】
（単位：百万円）

前第３四半期連結会計期間
(自 平成21年10月１日
　至 平成21年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(自 平成22年10月１日
　至 平成22年12月31日)

売上高 3,668 3,460

売上原価 2,682 2,741

売上総利益 985 718

販売費及び一般管理費 ※1
 658

※1
 658

営業利益 326 60

営業外収益

受取利息 1 1

受取配当金 14 14

持分法による投資利益 11 5

受取手数料 8 －

助成金収入 0 5

その他 3 4

営業外収益合計 38 31

営業外費用

支払利息 26 24

その他 4 5

営業外費用合計 30 30

経常利益 334 61

特別損失

投資有価証券評価損 12 0

特別損失合計 12 0

税金等調整前四半期純利益 322 61

法人税、住民税及び事業税 8 17

法人税等調整額 1,278 －

法人税等合計 1,287 17

少数株主損益調整前四半期純利益 － 44

四半期純利益又は四半期純損失（△） △965 44
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日
　至 平成22年12月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四
半期純損失（△）

△563 64

減価償却費 211 199

貸倒引当金の増減額（△は減少） △26 △16

退職給付引当金の増減額（△は減少） 27 △10

受取利息及び受取配当金 △37 △38

支払利息 80 75

持分法による投資損益（△は益） △17 △13

投資有価証券評価損益（△は益） 22 23

売上債権の増減額（△は増加） 292 1,185

たな卸資産の増減額（△は増加） 348 △77

仕入債務の増減額（△は減少） △233 △274

未払消費税等の増減額（△は減少） － △94

その他の資産・負債の増減額 △15 △129

その他 3 7

小計 91 899

利息及び配当金の受取額 52 43

利息の支払額 △77 △74

法人税等の支払額 △29 △44

早期割増退職金の支払額 － △69

営業活動によるキャッシュ・フロー 37 754

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形及び無形固定資産の取得による支出 △72 △64

投資有価証券の取得による支出 △0 △6

投資有価証券の売却による収入 0 5

その他 △14 △16

投資活動によるキャッシュ・フロー △87 △81

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） △2 297

長期借入れによる収入 500 100

長期借入金の返済による支出 △522 △422

自己株式の取得による支出 △3 △55

自己株式の処分による収入 － 0

配当金の支払額 △17 －

その他 － △1

財務活動によるキャッシュ・フロー △45 △81

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △96 591

現金及び現金同等物の期首残高 2,308 2,476

現金及び現金同等物の四半期末残高 2,212 3,067
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

　　

　
当第３四半期連結累計期間

(自  平成22年４月１日  至  平成22年12月31日)

会計処理基準に関する事項の変更 「資産除去債務に関する会計基準」等の適用

第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」

(企業会計基準第18号  平成20年３月31日)及び「資産除去債務に関す

る会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第21号  平成20年３

月31日)を適用しております。

この変更による損益に与える影響はありません。

　

【表示方法の変更】

　
当第３四半期連結累計期間

(自  平成22年４月１日  至  平成22年12月31日)

(四半期連結損益計算書関係)

「連結財務諸表に関する会計基準」(企業会計基準第22号  平成20年12月26日)に基づく財務諸表等規則等の一

部を改正する内閣府令(平成21年３月24日  内閣府令第５号)の適用に伴い、当第３四半期連結累計期間では、「少

数株主損益調整前四半期純利益」の科目を表示しております。

 

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

前第３四半期連結累計期間において、「営業活動によるキャッシュ・フロー」の「その他の資産・負債の増減

額」に含めていた「未払消費税等の増減額（△は減少)」は重要性が増加したため、当第３四半期連結累計期間で

は区分掲記することとしております。なお、前第３四半期連結累計期間の「営業活動によるキャッシュ・フロー」

の「その他の資産・負債の増減額」に含まれる「未払消費税等の増減額（△は減少)」は46百万円であります。

　

当第３四半期連結会計期間
(自  平成22年10月１日  至  平成22年12月31日)

(四半期連結損益計算書関係)

「連結財務諸表に関する会計基準」(企業会計基準第22号 平成20年12月26日)に基づく財務諸表等規則等の一

部を改正する内閣府令(平成21年３月24日 内閣府令第５号)の適用に伴い、当第３四半期連結会計期間では、「少

数株主損益調整前四半期純利益」の科目を表示しております。

　

【簡便な会計処理】

　

当第３四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日　至　平成22年12月31日)

　当第３四半期連結会計期間末の棚卸高の算出に関しては、実地棚卸を省略し、第２四半期連結会計期間末の実地

棚卸高を基礎として合理的な方法により算出する方法によっております。
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【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

当第３四半期連結会計期間末
(平成22年12月31日)

前連結会計年度末
(平成22年３月31日)

※１　有形固定資産減価償却累計額

　　　　　　　　　　　　　　　　　　 7,840百万円

　

２　受取手形割引高        　　　　　　35百万円

 

　
  ３　輸出債権譲渡に伴う遡及義務額　　  73百万円
 
※４　四半期連結会計期間末日満期手形等の会計処理
　　　手形満期日等をもって決済処理しております。
　　　なお、当第３四半期連結会計期間末日が金融機
　　関の休日であったため、次の四半期連結会計期間
　　末日満期手形等が四半期連結会計期間末残高から
　　除かれております。
　　　　　　　受取手形及び売掛金　　　150百万円
　　　　　　　支払手形　　　　　　　　 67百万円
　

※１　有形固定資産減価償却累計額

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　7,663百万円

　

 ２　受取手形割引高　　　　　　 　      44百万円

　　　受取手形裏書譲渡高　   　 　　　　　6百万円 
 
　３　輸出債権譲渡に伴う遡及義務額　　　146百万円
 

――――
 

　

　

(四半期連結損益計算書関係)

第３四半期連結累計期間

　

前第３四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日)

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金

    額は次のとおりであります。

　　　　　　　　　　　減価償却費      　18百万円

　　　　　　　　　　　退職給付費用      68百万円

　　　　　　　　　　　従業員給料手当   658百万円 

　　　　　　　　　　　発送費           228百万円 

　

  ２　当社グループでは、事業の性質上、第３・第４
　　四半期連結会計期間の売上高及び営業費用が他の
　　四半期連結会計期間と比較して多くなる傾向にあ
　　ります。
　

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金

    額は次のとおりであります。

　　　　　　　　　　　減価償却費       　17百万円

　　　　　　　　　　　退職給付費用     　74百万円

　　　　　　　　　　　従業員給料手当  　607百万円 

　　　　　　　　　　　発送費            249百万円 

　

   ２　　　　　　　　同　左

 

　

第３四半期連結会計期間

　

前第３四半期連結会計期間
(自  平成21年10月１日
至  平成21年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(自  平成22年10月１日
至  平成22年12月31日)

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金 

　　額は次のとおりであります。 

　　　　　　　　　　　減価償却費　　　　　6百万円 

　　　　　　　　　　　退職給付費用 　　　23百万円 

　　　　　　　　　　　従業員給料手当　　221百万円 

　　　　　　　　　　　発送費　　　　　　117百万円 

　

　２　当社グループでは、事業の性質上、第３・第４ 
　　四半期連結会計期間の売上高及び営業費用が他の 
　　四半期連結会計期間と比較して多くなる傾向にあ 
　　ります。 
 

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金 

　　額は次のとおりであります。 

　　　　　　　　　　　減価償却費 　　　　 5百万円 

　　　　　　　　　　　退職給付費用 　　　25百万円 

　　　　　　　　　　　従業員給料手当　　201百万円 

　　　　　　　　　　　発送費　　　　　　 92百万円 

　

　２　　　　　　　　同　左
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(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　

前第３四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日)

　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金 2,212百万円

現金及び現金同等物 2,212百万円

　 　

　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金 3,067百万円

現金及び現金同等物 3,067百万円

　 　

 

 

　

(株主資本等関係)

当第３四半期連結会計期間末(平成22年12月31日)及び当第３四半期連結累計期間(自　平成22年４月１日　

至　平成22年12月31日)

１　発行済株式に関する事項

株式の種類
当第３四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 8,970,000

　
　
２　自己株式に関する事項

株式の種類
当第３四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 524,229
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(セグメント情報等)

【事業の種類別セグメント情報】

前第３四半期連結会計期間(自  平成21年10月１日  至  平成21年12月31日)

　

　
空調関連事業
(百万円)

サーモデバイ
ス事業
(百万円)

その他の事業
(百万円)

計
(百万円)

消去又は全社
(百万円)

連結
(百万円)

売上高 　 　 　 　 　 　

  (1) 外部顧客に
      対する売上高

2,069 984 614 3,668 ― 3,668

  (2) セグメント間の内部
      売上高又は振替高

82 ― 50 133 (133) ―

計 2,152 984 664 3,801 (133) 3,668

営業利益又は営業損失(△) 213 125 △12 326 0 326

(注)  １　事業区分は内部管理上採用している区分によっております。

２　各事業の主な製品 

◎空調関連事業……………ファンコイルユニット、エアハンドリングユニット、ボイラー、 

 　　　　　　　　　　　 バーナー、循環温浴器、空気清浄機等 

◎サーモデバイス事業……液晶表示装置(LCD)製造用の熱処理炉等 

◎その他の事業……………景観製品、空調設備工事、各種鋳物製品等 

　

前第３四半期連結累計期間(自  平成21年４月１日  至  平成21年12月31日)

　

　
空調関連事業
(百万円)

サーモデバイ
ス事業
(百万円)

その他の事業
(百万円)

計
(百万円)

消去又は全社
(百万円)

連結
(百万円)

売上高 　 　 　 　 　 　

  (1) 外部顧客に
      対する売上高

5,080 1,135 1,443 7,659 ― 7,659

  (2) セグメント間の内部
      売上高又は振替高

152 ― 111 263 (263) ―

計 5,232 1,135 1,554 7,923 (263) 7,659

営業損失(△) △144 △169 △246 △560 8 △551

(注)  １　事業区分は内部管理上採用している区分によっております。

２　各事業の主な製品

◎空調関連事業……………ファンコイルユニット、エアハンドリングユニット、ボイラー、

　　　　　　　　　　　　バーナー、循環温浴器、空気清浄機等

◎サーモデバイス事業……液晶表示装置(LCD)製造用の熱処理炉等

◎その他の事業……………景観製品、空調設備工事、各種鋳物製品等
　
　

　

EDINET提出書類

昭和鉄工株式会社(E01688)

四半期報告書

20/29



　

【所在地別セグメント情報】

前第３四半期連結会計期間(自　平成21年10月１日　至　平成21年12月31日)及び前第３四半期連結累計期

間(自　平成21年４月１日　至　平成21年12月31日)

　

全セグメントの売上高の合計に占める日本の割合が90％を超えているため、所在地別セグメント情報

の記載を省略しております。

　

【海外売上高】

前第３四半期連結会計期間(自  平成21年10月１日  至  平成21年12月31日)

　 アジア 計

Ⅰ　海外売上高(百万円) 784 784

Ⅱ　連結売上高(百万円) 　 3,668

Ⅲ　連結売上高に占める
　　海外売上高の割合(％)

21.4 21.4

(注)　１　国又は地域は、地理的近接度により区分しております。

２　区分に属する国又は地域 

　        アジア ‥‥‥中国、台湾、韓国 

３　海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。

　

前第３四半期連結累計期間(自  平成21年４月１日  至  平成21年12月31日)

　 アジア 計

Ⅰ　海外売上高(百万円) 799 799

Ⅱ　連結売上高(百万円) 　 7,659

Ⅲ　連結売上高に占める
　　海外売上高の割合(％)

10.4 10.4

(注)　１　国又は地域は、地理的近接度により区分しております。

２　区分に属する国又は地域

     　アジア ‥‥‥中国、台湾、韓国 

３　海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。
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【セグメント情報】

(追加情報)

第１四半期連結会計期間より「セグメント情報等の開示に関する会計基準」(企業会計基準第17号 平成21

年３月27日)及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第20号  

平成20年３月21日)を適用しております。

　

１  報告セグメントの概要

当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が、経

営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。

当社は、本社に製品・サービス別の事業部門を置き、各事業部門は取り扱う製品・サービスについて国内

及び海外の包括的な戦略を立案し、事業活動を展開しております。

従って、当社は事業部門を基礎とした製品・サービス別セグメントから構成されており、「機器装置事

業」、「素形材加工事業」及び「サーモデバイス事業」の３つを報告セグメントとしております。

「機器装置事業」は、空調機器、熱源機器、環境機器等の製造販売及び給排水衛生設備工事等の設計・管

理・施工をしております。「素形材加工事業」は、景観製品、各種鋳造品等の製造販売をしております。

「サーモデバイス事業」は、液晶パネル製造用熱処理炉等の製造販売をしております。

　

２  報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

当第３四半期連結累計期間(自  平成22年４月１日  至  平成22年12月31日)

　 　 (単位：百万円)

　

報告セグメント

合計 調整額

四半期連
結損益計
算書計上
額

機器装置事
業

素形材加工
事業

サーモデバ
イス事業

計

売上高 　 　 　 　 　 　 　

  外部顧客への売上高 5,399 1,566 1,817 8,783 8,783 ― 8,783

  セグメント間の内部
  売上高又は振替高

182 172 ― 354 354 △354 ―

計 5,581 1,739 1,817 9,137 9,137 △354 8,783

セグメント利益又は損
失(△)

△55 △30 172 86 86 ― 86

(注)　セグメント利益又は損失(△)は、四半期連結損益計算書の営業利益と一致しております。
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当第３四半期連結会計期間(自  平成22年10月１日  至  平成22年12月31日)

　 　 (単位：百万円)

　

報告セグメント

合計 調整額

四半期連
結損益計
算書計上
額

機器装置事
業

素形材加工
事業

サーモデバ
イス事業

計

売上高 　 　 　 　 　 　 　

  外部顧客への売上高 2,202 554 703 3,460 3,460 ― 3,460

  セグメント間の内部
  売上高又は振替高

37 65 ― 103 103 △103 ―

計 2,240 619 703 3,563 3,563 △103 3,460

セグメント利益又は損
失(△)

△8 △3 72 60 60 ― 60

(注)　セグメント利益又は損失(△)は、四半期連結損益計算書の営業利益と一致しております。

　

３　報告セグメントの変更等に関する事項

該当事項はありません。

　

４  報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。
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(金融商品関係)

　　当第３四半期連結会計期間末(平成22年12月31日)

金融商品の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい

変動がありません。

　

(有価証券関係)

　　当第３四半期連結会計期間末(平成22年12月31日)

有価証券の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい

変動がありません。

　

(デリバティブ取引関係)

　　当第３四半期連結会計期間末(平成22年12月31日)

該当事項はありません。

　

(企業結合等関係)

    当第３四半期連結会計期間(自　平成22年10月１日　至　平成22年12月31日)

該当事項はありません。

　

(資産除去債務関係)

　　当第３四半期連結会計期間末(平成22年12月31日)

該当事項はありません。

　

(賃貸等不動産関係)

　　当第３四半期連結会計期間末(平成22年12月31日)

該当事項はありません。
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(１株当たり情報)

１　１株当たり純資産額

　
当第３四半期連結会計期間末
(平成22年12月31日)

前連結会計年度末
(平成22年３月31日)

　 　

　 328.93円
　

　 　

　 333.28円
　

　

２．１株当たり四半期純利益金額等
　

第３四半期連結累計期間

　

前第３四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日)

１株当たり四半期純損失 169.42円

潜在株式調整後１株当たり四半期純損失 －

　 　
　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純損失について
は、１株当たり四半期純損失が計上されており、また、潜
在株式が存在しないため記載をしておりません。

　

１株当たり四半期純利益金額 3.17円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 －

　 　
　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ
いては、潜在株式が存在しないため記載をしておりませ
ん。

　

(注)　１株当たり四半期純利益金額等の算定上の基礎
　

項目
前第３四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日)

四半期純利益又は四半期純損失(△)(百万円) △1,502 27

普通株式に係る四半期純利益又は四半期純損失
(△)(百万円)

△1,502 27

普通株主に帰属しない金額(百万円) － －

普通株式の期中平均株式数(千株) 8,868 8,793
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第３四半期連結会計期間

　

前第３四半期連結会計期間
(自  平成21年10月１日
至  平成21年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(自  平成22年10月１日
至  平成22年12月31日)

１株当たり四半期純損失 108.88円

潜在株式調整後１株当たり四半期純損失 －

　 　
　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純損失について
は、１株当たり四半期純損失が計上されており、また、潜
在株式が存在しないため記載をしておりません。

　

１株当たり四半期純利益金額 5.07円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 －

　 　
　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ
いては、潜在株式が存在しないため記載をしておりませ
ん。

　

(注)　１株当たり四半期純利益金額等の算定上の基礎
　

項目
前第３四半期連結会計期間
(自  平成21年10月１日
至  平成21年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(自  平成22年10月１日
至  平成22年12月31日)

四半期純利益又は四半期純損失(△)(百万円) △965 44

普通株式に係る四半期純利益又は四半期純損失(△)
(百万円)

△965 44

普通株主に帰属しない金額(百万円) － －

普通株式の期中平均株式数(株) 8,866 8,702

　
(重要な後発事象)

該当事項はありません。

　

２ 【その他】

　該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成22年２月９日

昭和鉄工株式会社

取締役会  御中

　

有限責任監査法人トーマツ

　

指定有限責任社員業
務 執 行 社 員

　 公認会計士    柴    田    良    智    印

　

　

指定有限責任社員業
務 執 行 社 員

　 公認会計士    松    嶋        敦 　   印

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている昭和

鉄工株式会社の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間(平

成21年10月１日から平成21年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成21年４月１日から平成21年12

月31日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期

連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経

営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、昭和鉄工株式会社及び連結子会社の平成21年

12月31日現在の財政状態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間の経

営成績並びに第３四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事

項がすべての重要な点において認められなかった。

　
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　
以  上

　
 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成23年２月７日

昭和鉄工株式会社

取締役会  御中

　

有限責任監査法人トーマツ

　

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

　 公認会計士    柴    田    良    智    印

　

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

　 公認会計士    松    嶋   　 　敦   　 印

　

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている昭和

鉄工株式会社の平成22年４月１日から平成23年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間(平

成22年10月１日から平成22年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成22年４月１日から平成22年12

月31日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期

連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経

営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、昭和鉄工株式会社及び連結子会社の平成22年

12月31日現在の財政状態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間の経

営成績並びに第３四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事

項がすべての重要な点において認められなかった。

　
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　
以  上

　
 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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